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項目Ⅰ 項目Ⅱ 項目Ⅲ 項目Ⅳ
1　健康の保持 7 1 22 0
2　心理的な安定 5 14 4 2
3　環境の把握 3 3 1 8
4　身体の動き 25 0 17 3
5　コミュニケーション 1 44 1 12
表４　４つの項目と自立活動の５つの区分
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知的障害特別支援学校における自立活動の在り方に関する研究
こと、④健康状態の維持・改善に関すること、となっている。
 健康の保持では、日常生活の指導79％、体育９％、学校生活全般９％、
給食３％であった。
（２）５つの区分（心理的な安定）と指導を行っている主な指導形態
５つの区分（心理的な安定）と指導を行っている主な指導形態を表６に
示す。
生活単元学習とは、領域・教科を合わせた指導の一つで、児童生徒が生
活上の課題処理や問題解決のための一連の目的活動を、組織的に経験する
ことによって、自立的な生活に必要な事柄を実際的・総合的に学習する指
導の形態のことである。この指導では、各教科の内容をはじめ、道徳、特
別活動及び自立活動の内容が含まれており、児童生徒の学習活動が、生活
的な目標や課題に沿って組織されている。
項目内容は、①情緒の安定に関すること、②対人関係の形成の基礎に関
すること、③状況の変化への適切な対応に関すること、④障害に基づく種々
の困難を改善・克服する意欲の向上に関すること、となっている。
心理的な安定では、日常生活の指導31％、生活単元学習25％、学校生活
全般19％、体育19％、国・数（ことばかず）６％であった。
指導形態 割合
1　日常生活の指導 79％
2　学校生活全般 9％
3　体育 9％
4　給食 3％
表５　５つの区分と指導を行っている主な指導形態
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（３）５つの区分（環境の把握）と指導を行っている主な指導形態
５つの区分（環境の把握）と指導を行っている主な指導形態を表７に示す。
項目内容は、①保有する感覚の活用に関すること、②感覚の補助及び代
行手段の活用に関すること、③感覚を総合的に活用した周囲の状況の把握
に関すること、④認知や行動の手掛かりとなる概念の形成に関すること、
となっている。
環境の把握では、国・数（ことばかず）33％、生活単元学習29％、日常
生活の指導19％、体育14％、学校生活全般５％であった。
（４）５つの区分（身体の動き）と指導を行っている主な指導形態
５つの区分（身体の動き）と指導を行っている主な指導形態を表８に示す。
指導形態 割合
1　日常生活の指導 31％
2　生活単元学習 25％
3　学校生活全般 19％
4　体育 19％
5　ことばかず 6％
表６　心理的な安定
指導形態 割合
1　ことばかず 33％
2　生活単元学習 29％
3　日常生活の指導 19％
4　体育 14％
5　学校生活全般 5％
表７　環境の把握
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知的障害特別支援学校における自立活動の在り方に関する研究
項目内容は、①姿勢と運動・動作の基本的技能に関すること、②姿勢保
持と運動・動作の補助的手段の活用に関すること、③日常生活に必要な基
本動作に関すること、④身体の移動能力に関すること、⑤作業の円滑な遂
行に関すること、となっている。
身体の動きでは、日常生活の指導39％、体育31％、生活単元学習22％、
国・数（ことばかず）４％、学校生活全般４％であった。
（５）５つの区分（コミュニケーション）と指導を行っている主な指導形
態
５つの区分（コミュニケーション）と指導を行っている主な指導形態を
表９に示す。
項目内容は、①コミュニケーションの基礎的能力に関すること、②言語
の受容と表出に関すること、③言語の形成と活用に関すること、④コミュ
ニケーション手段の選択と活用に関すること、⑤状況に応じたコミュニケー
ションに関すること、となっている。
コミュニケーションでは、日常生活の指導38％、生活単元学習20％、学
校生活全般20％、国・数（ことばかず）14％、音楽４％、体育４％であっ
た。この結果から、主に日常生活の指導の中で自立活動に関する指導が行
われていることがわかる。また、生活単元学習（課題別学習）や高学年か
指導形態 割合
1　日常生活の指導 39％
2　体育 31％
3　生活単元学習 22％
4　ことばかず 4％
5　学校生活全般 4％
表８　身体の動き
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ら行われることばかずの授業では、習熟度別や個別での学習形態がとられ
ていることから、自立活動に関する指導の時間として考えている教員が多
いこともわかる。
Ⅳ　考察
教員によって自立活動に関する目標として○を付けている項目数に差が
みられ、また学年によってもその差が現れている。さらに児童一人当たり
の個別の指導計画における長期目標数においても差はあるが、自立活動と
して取り上げていく項目基準が教員間で統一が図られてないことがわかる。
４つの項目別の目標数の割合では、項目Ⅱ・Ⅲで約６割を占めており、
主にコミュニケーション面や生活面の長期目標が自立活動に関する項目と
して多く挙げられていることがわかる。
自立活動の５つの区分別の目標数の割合では、自立活動に関する項目と
して挙げられた目標の属する区分については、５コミュニケーションが約
４割、次いで４身体の動き、１健康の保持、２心理的な安定などにあては
まる目標が多い。３環境の把握は１割程度であった。コミュニケーション
面での目標が自立活動に関する項目として大部分を占めていることがわか
る。
コミュニケーションに関する指導内容では、自立活動に関する項目のう
指導形態 割合
1　日常生活の指導 38％
2　生活単元学習 20％
3　学校生活全般 20％
4　ことばかず 14％
5　音楽 4％
6　体育 4％
表９　コミュニケーション
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ち、コミュニケーション面での目標をまとめたものを表10に示す。
Ⅴ　まとめと今後の課題
今回、知的障害特別支援学校教員が、自立活動の内容をどのように捉え
て指導しているのかについて意識調査を実施したが、自立活動の区分の捉
え方でみてみると、①コミュニケーション、②身体の動き、③健康の保持、
④心理的な安定、⑤環境の把握、という順で意識し指導していることがわ
かった。
知的障害特別支援学校においては、重度・重複化、多様化傾向が顕著に
項　目 割合 具体的な指導内容
１　コミュニケーション
　　の基礎的能力に関す
　　ること
14%
・ 要求の場面で自分から声を出すことができ
る。
・ 教員や友だちと一緒に遊ぶことができる。
・ 会話をする際、自信をもってはっきりと話
すことができる。
２　言語の受容と表出に
　　関すること
19%
・ 自分の要求を言葉で教員に伝えることがで
きる。
・ 言語に対する理解を深めるとともに、正確
な発音を意識する。
・ 言葉による指示をより理解できるようにす
る。
３　言語の形成と活用に
　　関すること
17%
・ 教員からの簡単な発問に、「はい」「いいえ」
だけでなく、単語で答えることができる。
・ いろいろな物の名前や言葉遣いを正確に覚
えて、楽しく会話をする。
４　コミュニケーション
　　手段の選択と活用に
　　関すること
29%
・ いくつかのマカトン法を使って自分の意思
を伝えることができる。
・ 理解できる言葉やサインを増やし、自分で
も使おうとすることができる。
５　状況に応じたコミュ
　　ニケーションに関す
　　ること
21%
・ 場に応じたあいさつや応答をすることがで
きる。
・ 一人で簡単な買い物をすることができる。
・ 丁寧な言葉遣いをすることができる。
・ 自分からあいさつができる。
表10　コミュニケーションに関する指導内容
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なりつつあるが、特別支援学校や特別支援学級だけでなく、通常学級や通
級による指導にまでこの領域の重要性を強調していくことが求められる。
また、自立活動の意義として、様々な障害特性に配慮した指導計画を立て
ることが個々の子どものニーズに応じた教育実践を行う上で必要不可欠で
あると言える。
今後は、自立活動を教育課程に位置付けて指導を行うことが必要であり、
自立活動の歴史的経緯を踏まえた上で授業実践を行うことが望まれる。
また、発達障害児童生徒への支援においても同様に、自立活動の内容が
重要であり、学習内容を整理し、計画的に必要なスキルを学ぶことができ
る年間指導計画を準備する必要がある。その際、進路指導の指導内容の精
選も含め、将来像をどのようにイメージさせていくのか、就労支援関係、
生活支援関係等、関係諸機関とどのように連携していくのか等も十分検討
し、教育課程への明確な位置付けを行うことが必要である。
引用文献
１）八幡ゆかり（2013）特別支援教育における自立活動の今日的意義−歴史的変遷の
分析をとおして−.鳴門教育大学研究紀要.第28巻.
２）特別支援学校学習指導要領解説自立活動編（2009）
３）学校教育法第72条
（山形県立米沢女子短期大学教授）
− 90 −
